
項番 令和元年度事業実施目標 令和元年度取組実績内容 令和元年度取組実績具体的数値 評価 評価理由 令和２年度実施計画 所管課 分　類

1 1 啓発・教育の充実 1 市民への啓発 1 DV防止の啓発 1
芦屋市DV相談室の周知のため，広報誌やホー

ムページ等に芦屋市DV相談室について掲載

広報紙やホームページ等を利用した周知を継続

する。

広報紙に年間を通じて「DV相談室からのお知ら

せ」を掲載し，DV相談室の周知を行った。多様

な媒体を通した周知については，男女共同参画

センター通信ウィザスやお困りです課発行の「相談

窓口のご案内」などの掲載を継続して行った。

令和元年度は，広報紙へ毎月掲載，センター

通信ウィザスはすべての号（季刊紙4回発行）に

掲載

B
継続的に広報紙への掲載を行い,またセンター通

信等に掲載できたため。

広報紙やホームページ等を利用した周知を継続

する。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

2 1 啓発・教育の充実 1 市民への啓発 1 DV防止の啓発 2

芦屋市DV相談室の周知のため，芦屋市DV相

談室の相談カードの配架先をスーパーなど，多く

の人が利用する施設へ配架

芦屋市DV相談室の周知につながる手法を検討

する。

相談カードを配架するのではなく，市役所の庁舎

内のトイレや市内のスーパーなどに相談先を周知

するチラシを掲示ことなどを検討した。

B

相談の際に，どこで芦屋市DV相談室を知ったの

か相談者に聞いているが，トイレの相談カードと回

答する相談者がいないため，トイレなどに相談カー

ドを置くのではなく，多くの人の目に留まる周知方

法を検討した。

芦屋市DV相談室を周知するチラシを庁舎内や

スーパーなど多くの人が利用する場所に掲示す

る。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

3 1 啓発・教育の充実 1 市民への啓発 1 DV防止の啓発 3

市民へDVについて知ってもらう機会や，ＤＶ被

害者から相談を受けた時の対応について，男女

共同参画センターで講座を開催

DVについての講座を開催する。

DVに関する市民向けの公開講座は実施できな

かったが，男女共同参画センター登録団体の定

例会議にて，DV相談を含む相談を受けた時の

対応について，職員より説明を行った。

B

DVに関する市民向けの公開講座は実施できな

かったが，登録団体の定例会議参加者へ，DV

相談について周知することができた。

DVについての講座を開催する。
人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

4 1 啓発・教育の充実 2 市職員への啓発 1 DVについての啓発 4
窓口などでDV被害者を発見できるように，DVに

ついての研修
職員向けにDVについての研修を開催する。

芦屋市DV被害者支援ネットワーク会議と兼ねて

職員研修を実施した。

実施回数１回（令和元年11月14日）

42人受講
A

芦屋市DV被害者支援ネットワーク会議の中でＤ

Ｖ被害者支援に係る連携・情報管理についての

研修を行うことができた。また，事前調査への回

答により，関係各課の被害者支援の状況や課

題が情報共有でき，連携を強化することができ

た。

職員向けにDVについての研修を開催する。
人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

5 1 啓発・教育の充実 2 市職員への啓発 1 DVについての啓発 4
窓口などでDV被害者を発見できるように，DVに

ついての研修

・新任職員研修（後期）で「男女共同参画推

進」についての講義を実施

・全職員対象に，「特定事業主行動計画・男女

共同参画推進研修」を実施

・新任職員研修（後期）では，「男女共同参

画推進」について講義を実施

・係長級以下の職員を対象に，働き方改革や

ワーク・ライフ・バランス推進の意識啓発のための

「男女共同参画研修」を実施

各年１回

ダイバーシティ等の観点から男女が性差なくより活

躍できる社会の実現に向けて理解向上に努め

た。

B

新任職員への男女共同参画研修の中で，DV

被害者支援についても講義することで，職員のＤ

Ｖに対する理解を向上させることができた。また，

なぜ働き方改革やワーク・ライフ・バランスが必要な

のかを学ぶことができた。

・新任職員研修（後期）でＤＶを含み「男女共

同参画推進」についての講義を実施

・全職員対象に，「特定事業主行動計画・男女

共同参画推進研修」を実施

人事課 ２：継続

6 1 啓発・教育の充実 2 市職員への啓発 1 DVについての啓発 5
庁内システム（グループウェア）を活用し，DVに

ついての啓発

職員が閲覧できるグループウェアの掲示板を活用

し，DVについての啓発を行う。

庁内システム（グループウェア）を活用した啓発が

できなかった。
C

多くの職員が閲覧できるシステムとなっているが，

必要な情報の検討などを行えていないため，庁

内システム（グループウェア）を活用した啓発がで

きなかった。

職員が閲覧できるグループウェアの掲示板を活用

し，DVについての啓発を行う。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
１：発展・充実

7 1 啓発・教育の充実 2 市職員への啓発 2 DV被害者発見時の対応力の向上 6 ＤＶ被害者支援マニュアルの整備 DV被害者支援マニュアルを整備する。

DV被害者支援マニュアルの整備に向け，関係

課と掲載内容についての検討や情報共有を行っ

た。

B
マニュアルの中身について，関係課と掲載内容の

検討や情報共有を行った。
DV被害者支援マニュアルを整備する。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

8 1 啓発・教育の充実 2 市職員への啓発 3 二次被害の防止のための啓発 7

「配偶者からの暴力の被害者対応の手引き」を活

用し，DV被害者への二次被害を防止するため

の啓発

DV被害者への二次被害について「配偶者からの

暴力の被害者対応の手引き」を参考にした啓発

を行う。

関係機関との連携時や職員研修の際に，DV被

害についての聞き取りに配慮するように伝えるな

ど，二次被害を防止するよう努めた。

B

関係機関との連携時や研修時に，二次被害と

ならないように配慮をお願いするなど啓発につな

がったため。

DV被害者への二次被害について「配偶者からの

暴力の被害者対応の手引き」を参考にした啓発

を行う。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

9 1 啓発・教育の充実 3
学校等における啓発・

教育
1

次世代にＤＶを残さない啓発・教育

の実施
8

DV被害者支援を行っている団体などに依頼し，

学校等でデートＤＶについて予防啓発講座を実

施

11月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間

に，デートDVに関するチラシを，市内高校3年

生に配布し，啓発を行う。

11月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間

に，デートDVに関するチラシを，市内高校全3

年生に配布し，啓発を行った。

高校３年生（約900人）に学校を通じてチラシ

を配布
B

これまで高校生へ直接的な啓発は行えていなかっ

たが，市内高校生にチラシを配ることで，啓発す

ることができたため。

「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わ

せ，高校生へチラシを配布し，出張授業を行う

等効果的な啓発方法の実施を検討する。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

10 1 啓発・教育の充実 3
学校等における啓発・

教育
1

次世代にＤＶを残さない啓発・教育

の実施
8

DV被害者支援を行っている団体などに依頼し，

学校等でデートＤＶについて予防啓発講座を実

施

中学生に対し，デートＤＶに関する学習の機会

を提供するとともに，自らの命を大切にする学習

を実施する。

中学３年生に対して，総合的な学習時間の中

で「人との関係づくり」に関連する授業の中で学ぶ

機会を設けた。

中学３年生を対象に，事前学習１時間，学

習会２時間を実施した。
B

デートDVに特化したものではないが，「人との関

係づくり」についての授業の中で，デートDVや

LGBTについて取り上げ，学ぶ時間を設けた。そ

の他日々の関連する授業の中においても，デート

DVについて取り上げ，啓発することができた。

中学生を中心に，デートDVに関する学習の機会

を設ける。自身が被害者にも，加害者にもならな

い為の学習を実施する。

学校教育課 ２：継続

11 1 啓発・教育の充実 3
学校等における啓発・

教育
2 教職員等への啓発・教育の実施 9

職務関係者が安全の確保及び秘密の保持に，

十分な配慮が必要なため，DVに関する知識や

理解を深めるための研修を実施

より多くの教職員に対してＤＶに関する研修機会

の提供に努める。

対象となる幼児児童生徒が在籍する学校園を中

心に実施。スクールカウンセラーを講師とする研修

会も実施。

研修会を学校園において，年２回実施した。 B 内容を維持しながら継続したものであった。
より多くの教職員に対してDVに関する研修機会

の提供に努める。
学校教育課 ２：継続

12 2 相談体制の充実 1
配偶者暴力相談支

援センターの充実
1 婦人相談員等の資質向上 10

国や県などの地方公共団体が開催する研修や，

民間支援団体が開催する研修への参加

研修等への出席し，相談員の資質向上に努め

る。

兵庫県が開催する研修や民間支援団体が開催

する研修へ積極的に参加し，相談員の資質向

上に努めた。

B
相談に影響が出ない範囲で研修等に出席するこ

とができた。

研修等への出席し，相談員の資質向上に努め

る。
ＤＶ相談室 ２：継続

13 2 相談体制の充実 1
配偶者暴力相談支

援センターの充実
1 婦人相談員等の資質向上 11 スーパービジョンの実施

「兵庫県DV防止・被害者保護計画（平成３１

年～令和５年）」内で，スーパーバイズ等による

相談員の対応力向上が示されているため，県か

らの情報収集に努める。

県内配偶者暴力相談支援センター連絡会議

で，県からスーパーバイズについての情報発信が

あったが，困難ケース等がなく，利用しなかった。

B
困難ケースなど随時の判断を必要とする場合がな

かったため。

困難ケースなどの対応が必要な場合に，県の

スーパーバイズを利用する。
ＤＶ相談室 ２：継続

14 2 相談体制の充実 1
配偶者暴力相談支

援センターの充実
2 関係機関との連携の強化 12

芦屋市ＤＶ被害者支援ネットワーク会議・専門

部会の開催

芦屋市DV被害者支援ネットワーク会議を開催

し，連携体制を強化する。

芦屋市ＤＶ被害者支援ネットワーク会議を職員

研修を兼ねて開催した。

実施回数１回（令和元年11月14日）

42人参加
B

芦屋市DV被害者支援ネットワーク会議の中でＤ

Ｖ被害者支援に係る連携・情報管理についての

研修を行うことができた。また，事前調査への回

答により，関係各課の被害者支援の状況や課

題が情報共有でき，連携を強化することができ

た。

芦屋市DV被害者支援ネットワーク会議を開催

し，連携体制を強化する。
ＤＶ相談室 ２：継続

15 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

DV被害者の状況に応じて，必要な相談の情報

提供や相談先との連携を行い，被害者支援に

努める。

DV被害者からの電話・来所相談の際に，相談

内容に応じて，男女共同参画センターの女性の

ための相談などの情報提供を行った。

B
必要に応じて，相談機関の情報提供を行うこと

ができたため。

DV被害者の状況に応じて，必要な相談機関の

情報提供を行い，被害者支援に努める。
ＤＶ相談室 ２：継続

16 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

・弁護士による法律相談…毎週木曜日13時～

16時30分に実施（予約制・1人30分）

・司法書士による法律相談…毎週金曜日13時

～16時に実施（予約制・1人30分）

・家事相談…第2・第4水曜日13時～16時に実

施（予約制・1人45分）

・こころの整理相談…毎月第1水曜日13時～

16時（予約制・1人50分）

・弁護士による法律相談…毎週木曜日13時～16

時30分に実施（予約制・１人30分）

・司法書士による法律相談…毎週金曜日13時～

16時に実施（予約制・１人30分）

・家事相談…第2・第4水曜日13時～16時に実施

（予約制・１人45分）

・こころの整理相談…第１水曜日13時～16時に実

施（予約制・１人50分）

・弁護士による法律相談…340人

・司法書士による法律相談…183人

・家事相談…40人

・こころの整理相談…26人

A

相談内容を的確に把握し，必要な専門相談を

案内することで問題の早期解決に努めた。

心の悩みを話して，気持ちの立て直しを図る相談

として，精神保健福祉士による「こころの整理相

談」を令和元年度より始めた。

各課で開催している市民相談を集約し，相談カ

レンダーを作成。周知を進めた。

・弁護士による法律相談…毎週木曜日13時～

16時30分に実施（予約制・1人30分）

・司法書士による法律相談…毎週金曜日13時

～16時に実施（予約制・1人30分）

・家事相談…第2・第4水曜日13時～16時に実

施（予約制・1人45分）

・こころの整理相談…毎月第1水曜日13時～

16時（予約制・1人50分）

お困りです課 ２：継続
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17 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

人権相談等において相談があった場合は，状況

に応じ関係機関と連携を行い，相談者の適切な

支援へ繋ぐ。

LGBT電話相談のチラシ・電話相談カードを活用

して市民に広く周知し，相談件数を増やす。

1　特設人権相談の開設

2　全国一斉「女性の人権ホットライン(電話相

談)」の周知，啓発ポスター掲示により市民に広く

周知・啓発を図った。掲示場所：市役所庁舎

内・公共施設等（11月），ホームページに掲載

3　LGBT（セクシュアルマイノリティ）電話相談

（平成31年2月開設）

1　相談件数：9件（24回）うち，女性の人権

に係るものは無し

3　相談件数：32件（24回）　経費：

381,000円

B

1  法務局や人権擁護委員と連携し，予定通り

24回開設することができた。相談事業について，

啓発事業を通して多くの市民に周知することがで

きた。

2　啓発ポスターを市内公共施設等に掲示するこ

とで，市民に相談窓口の周知を図ったことは評価

できる。

3　専門相談員による相談のため，当事者のほか

家族，友人，支援者などにも相談の機会を広げ

ることができた。また，チラシ・電話相談カードを作

成し，多くの市民に周知，啓発を図ることができ

た。

・人権相談等において相談があった場合は，状

況に応じ関係機関と連携を行い，相談者の適切

な支援へ繋ぐ。

・パートナーシップ宣誓制度の導入に伴う広報特

集にて相談事業の紹介をするとともに，LGBT電

話相談のチラシ・電話相談カードを活用して市民

に広く周知することで相談件数を増やす。

人権・男女共生課

（旧：人権推進課）
２：継続

18 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

外国人から相談があれば，男女共同参画セン

ターと連携をとり，相談につなげる。また，外国語

での情報提供を行う。

女性のための相談のホームページを見た市民の方

から１件相談あり。男女共同参画推進課・お困

りです課に相談したところ，社会福祉協議会の窓

口で相談を受け付けるということになった。配偶者

から十分なお金をもらえないとの相談。後日解決

したと本人より電話連絡あり。

相談件数　1件 B

受付した職員の対応は市民の方に満足していた

だけた。外国語での情報提供や相談体制などは

今後も改善してまいりたい。

外国人から相談があれば，男女共同参画セン

ターと連携をとり，相談につなげる。また，外国語

での情報提供を行う。

広報国際交流課 ２：継続

19 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

相談者の状況に応じて，DV相談室への通報や

情報提供を行う。

相談者の状況に応じて，DV相談室の情報提供

を行った。
B

必要に応じて，相談機関の情報提供を行ったた

め。

相談者の状況に応じて，DV相談室への通報や

情報提供を行う。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
２：継続

20 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

虐待事案への対応について随時関係機関と会議

を開催し，被虐待者及び養護者等のニーズを把

握した上で相談対応等を行う。

虐待事案への対応について随時関係機関と連携

し会議を開催した。被虐待者及び養護者等の

ニーズを把握した上で相談対応等を行った。

令和元年度虐待通報件数　73件 B
通報件数が増加したなかで虐待事案に対して迅

速に会議運営や相談対応等を行った。

虐待事案への対応について迅速に随時関係機

関と会議を開催することで共有し，被虐待者及

び養護者等のニーズを把握した上で相談対応等

を行う。

高齢介護課 ２：継続

21 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

引き続き必要に応じて連携を図り，相談の充実

を図る。

該当事案と思われる事案があった場合に，関係

機関との連携・情報提供を行った。
対象となる事案は1件あった。 A 対象の事案において連携を行うことができたため。

DV被害者だけではなく加害者も含め，関係機

関との連携・情報提供を行う。
障がい福祉課 ２：継続

22 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供
継続して実施

被害者から相談があった場合は，男女共同参画

センターに連絡・情報提供を行い，支援を行っ

た。

随時行った。 B
問題発覚から連携して問題解決を行えていたた

め。
継続して実施 生活援護課 ２：継続

23 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

関係課が連携して，状況に応じた相談が速やか

に行えるよう相談体制を作り，適切な情報提供

を行う。

母子・父子自立支援員を設置し，来所での相

談または電話での相談に応じ，関係機関と連携

し情報提供を行った。

令和元年度実績：７件 B

関係機関と連携を行いながら，状況に応じた相

談が速やかに行えるよう相談体制を作り，適切な

情報提供が行えたため。

関係課が連携して，状況に応じた相談が速やか

に行えるよう相談体制を作り，適切な情報提供

を行う。

子育て推進課

（こども係）
２：継続

24 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
1 相談事業等の活用・情報提供 13

男女共同参画センターの女性のための相談な

ど，状況に応じた相談先との連携・情報提供

早期発見と、次につなげ支える支援ができるよう、

院内の周知を継続する。面談対応できる職員の

育成。

外来患者・電話相談などの相談には「DV相談

室」を提示し、説明と同意を得るようにし、DV相

談室に事前連絡。　高齢者の場合は、ケアマネ

ジャー・地域包括支援センターへ相談と支援の連

携を行なっている。高齢者に関しては、月１回芦

屋市役所高齢介護課・市立芦屋病院事例検討

会議を開催し連携を行なっている。

虐待マニュアル（高齢者、障がい者、児童、

DV）改訂と配布、全職員に啓発と周知目的に

勉強会を開催

入院1件支援、外来のみ5件支援

（うちDV相談室連携1件、ケアマネジャー2件、

警察1件、市役所養護老人ホーム保護2件）

A

令和元年度虐待マニュアル改訂し院内全職員に

啓発と周知のため各職種別に勉強会を実施した

ことにより、意識の向上に努めた。医師・看護師か

らの発信連絡があり、DV相談室へ連絡相談した

事例あり。

シェルター・養護老人ホーム利用に向けて診察な

ど、今後の生活に向けて医療機関としての役割を

遂行していることも評価できる。

早期発見と、次につなげ支える支援ができるよう、

院内の周知を継続する。面談対応できる職員の

育成。

市立芦屋病院地域連携室 ２：継続

25 2 相談体制の充実 2
被害者の状況に応じ

た相談体制の充実
2 苦情等への対応についての周知 14

苦情等への相談窓口や，苦情等の申出処理制

度利用について周知
市ホームページにおいて周知を行う。

苦情等への相談窓口や申出処理制度利用につ

いて周知を行えていない。他市のホームページなど

の情報収集を行った。

C

苦情等への相談窓口や申出処理制度利用につ

いて周知を行えていないため。

市ホームページでの周知方法などを考える必要が

ある。

他市のホームページ等を参考にして，市ホーム

ページでの周知を行う。

人権・男女共生課

 （旧：男女共同参画推進課）
１：発展・充実

26 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
1

一時保護を速やかに行う体制づくりの

強化
15

一時保護施設や警察などの，関係機関との連

絡・調整体制の強化

一時保護への対応を迅速に行うため，一時保護

施設や警察などの関係機関との連携を行う。

DV相談者が一時保護を希望する場合に，一時

保護施設や警察などの関係機関と連携し，一時

保護に速やかにつなげた。

平成30年度一時保護件数：2件

令和元年度一時保護件数：11件
A

DV被害者が一時保護を希望する場合に，一時

保護施設や警察などと速やかに連携をとったため。

一時保護への対応を迅速に行うため，一時保護

施設や警察などの関係機関との連携を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

27 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
1

一時保護を速やかに行う体制づくりの

強化
16

福祉等との連携による，高齢者や障がい・疾患

等のある人などの，一時保護の実施。同伴する

子どもへの配慮の実施

福祉等との連携が必要なDV被害者で，一時保

護施設の受け入れが出来ない場合が考えられる

ため，他施設利用などについて連携する。

65歳以上のDV被害者が一時保護を希望した

場合に，高齢介護課と連携し，一時保護所で

はなく，養護老人ホームの入所を検討するなどの

連携を行った。

B
高齢者の一時保護について，ＤＶ相談室での

実績はなかったが，高齢介護課と連携を行った。

一時保護所で受け入れができない高齢者や障が

い・疾患のある人，同伴する子どもへの配慮が必

要な人などについては，福祉部門での一時保護

施設が利用できるよう連携して一時保護を実施

する。

ＤＶ相談室 ２：継続

28 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
1

一時保護を速やかに行う体制づくりの

強化
16

福祉等との連携による，高齢者や障がい・疾患

等のある人などの，一時保護の実施。同伴する

子どもへの配慮の実施

保護が必要な事案に対して関係機関と連携し，

被保護者の意向を確認しながら適切に一時保護

を行う。

保護が必要な事案に対して関係機関と連携し，

被保護者の意向を確認しながら適切に一時保護

を行った。

芦屋市立養護老人ホーム和風園　措置者数　8

人

生活支援ショートステイ事業　延利用日数

1,167日

B

保護が必要な事案に対して関係機関と連携し，

被保護者の意向を確認しながら適切に一時保護

を行った。

保護が必要な事案に対して関係機関と連携し，

被保護者の意向を確認しながら適切に一時保護

を行う。

高齢介護課 ２：継続

29 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
1

一時保護を速やかに行う体制づくりの

強化
16

福祉等との連携による，高齢者や障がい・疾患

等のある人などの，一時保護の実施。同伴する

子どもへの配慮の実施

引き続き必要に応じて連携を図り，一時保護施

設の情報提供を図る。

該当すると思われる事案があった場合に，関係

機関との連携を行い一時保護施設の情報提供

を行う予定があったが，対象事案がなかった。

対象事案：0件 A
事案はなかったが，連携・情報提供を行う体制が

とれていたため。

対象となる事案について関係機関と連携を行

い，被保護者の意向に合わせて適切に一時保

護施設の情報提供を行う。

障がい福祉課 ２：継続

30 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
1

一時保護を速やかに行う体制づくりの

強化
16

福祉等との連携による，高齢者や障がい・疾患

等のある人などの，一時保護の実施。同伴する

子どもへの配慮の実施

継続して実施
対象者の状態・状況にあわせて，関係機関の選

定を行い，連携を行った。
約10世帯 B 相談者の状況に応じた支援が行えていたため。 継続して実施 生活援護課 ２：継続

31 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
1

一時保護を速やかに行う体制づくりの

強化
16

福祉等との連携による，高齢者や障がい・疾患

等のある人などの，一時保護の実施。同伴する

子どもへの配慮の実施

配偶者暴力相談支援センター等，関係機関と

連携を行いながら，すみやかな対応が行えるよう

な体制を作っていく。

同伴する子どもに配慮した，一時保護の実施。 令和元年度実績：５件 B

配偶者暴力相談支援センター等，関係機関と

連携を行いながら，すみやかに対応することができ

たため。

配偶者暴力相談支援センター等，関係機関と

連携を行いながら，すみやかな対応が行えるよう

な体制を作っていく。

子育て推進課

（こども係・子育て支援センター）
２：継続

32 3
被害者の安全確

保
1

緊急時における安全

確保
2 民間支援機関の情報提供 17 DV被害者への民間シェルター等の情報提供

DV被害者の状況に応じて，民間シェルター等の

情報提供を行う。

必要に応じて，民間シェルター等の情報提供を

行った。
B

必要に応じて，民間シェルター等の情報提供を

行ったため。情報提供を行っているが，民間シェル

ターの情報などを入手する必要性はある。

DV被害者の状況に応じて，民間シェルター等の

情報提供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

33 3
被害者の安全確

保
2

保護命令に関する支

援
1

保護命令制度に関する情報提供・助

言，申立て時の支援
18

保護命令制度の情報提供・助言，申立て時の

支援・同行支援等

DV被害者の状況に応じて，保護命令制度の情

報提供，助言，申立時の支援や裁判所への同

行支援を行う。

被害者の状況に応じて，保護命令制度の情報

提供，助言や申立支援などを行った。

平成30年度保護命令申立件数：1件

令和元年度保護命令申立件数：2件
A

被害者の状況に応じて，保護命令制度の情報

提供，助言や申立支援などを行ったため。

DV被害者の状況に応じて，保護命令制度の情

報提供，助言，申立時の支援や裁判所への同

行支援を行う。

ＤＶ相談室 ２：継続

34 3
被害者の安全確

保
3 被害者情報の保護 1

DV被害者等に関する情報管理の徹

底
19

庁内関係部局での，DV被害者等に関する情報

管理の徹底

住民基本台帳閲覧制限の情報を庁内関係機

関が共有し，DV被害者情報が漏えいしないよ

う，情報管理の徹底を行う。

住民基本台帳閲覧制限の情報を庁内関係機

関が共有し，情報管理の徹底を行っている。ま

た，関係機関にDV被害者の情報提供を行う際

には，情報管理の徹底や情報の利用については

必要最低限にとどめることを依頼している。またDV

被害者支援ネットワーク会議等においても周知し

ている。

B

関係機関にDV被害者の情報提供を行う際に

は，情報管理の徹底や情報の利用については必

要最低限にとどめることを依頼しているため。情報

管理の徹底などは継続して依頼する必要性があ

る。

住民基本台帳閲覧制限の情報を庁内関係機

関が共有し，DV被害者情報が漏えいしないよ

う，情報管理の徹底を行う。

ＤＶ相談室 ２：継続

2
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35 3
被害者の安全確

保
3 被害者情報の保護 1

DV被害者等に関する情報管理の徹

底
19

庁内関係部局での，DV被害者等に関する情報

管理の徹底

関係課が連携し，DV被害者等に関する情報管

理を徹底する。

住民基本台帳閲覧制限の情報を庁内関係機

関が共有し，情報管理の徹底を行っている。
B

住民基本台帳閲覧制限の情報を庁内関係機

関が共有し，情報管理の徹底を行っているため。

関係課が連携し，DV被害者等に関する情報管

理を徹底する。
関係機関 ２：継続

36 3
被害者の安全確

保
3 被害者情報の保護 1

DV被害者等に関する情報管理の徹

底
20

広域的連携での，DV被害者等に関する情報共

有・情報管理の徹底

一時保護施設等へDV被害者が避難した場合

に，避難先情報やその情報が漏えいしないよう

に，庁内関係機関だけでなく警察や近隣市町村

と情報共有や情報管理を徹底する。

ＤＶ被害者が一時保護となった際に，警察や一

時保護後の避難先市町村の配偶者暴力相談

支援センター・婦人相談員と情報共有や情報管

理について連携を行った。

平成30年度一時保護件数：2件

令和元年度一時保護件数：11件
A

必要に応じて警察や他の配偶者暴力相談支援

センター・婦人相談員と連携を行ったため。

一時保護施設等DV被害者が避難した場合に，

避難先情報やその情報が漏えいしないように，庁

内関係機関だけでなく警察や近隣市町村と情報

共有や情報管理を徹底する。

ＤＶ相談室 ２：継続

37 3
被害者の安全確

保
3 被害者情報の保護 1

DV被害者等に関する情報管理の徹

底
20

広域的連携での，DV被害者等に関する情報共

有・情報管理の徹底

一時保護施設の入所など広域での連携の際

に，関係機関がDV被害者等に関する情報管理

を徹底する。

ＤＶ被害者が一時保護となった場合に，関係機

関と情報管理の徹底について連携した。

平成30年度一時保護件数：2件

令和元年度一時保護件数：11件
B 必要に応じて関係機関と連携を行ったため。

一時保護施設の入所など広域での連携の際

に，関係機関がDV被害者等に関する情報管理

を徹底する。

関係機関 ２：継続

38 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
1

福祉制度を利用した支援，情報提

供
21

生活保護法，児童福祉法，母子及び父子並

びに寡婦福祉法等に基づいた支援，情報提供

DV被害者の状況に応じて，同行支援や情報提

供を行う。

ＤＶ被害者の状況に応じて，情報提供や福祉

部門などへの同行支援を行った。
B

必要に応じて，情報提供や同行支援を行ったた

め。

DV被害者の状況に応じて，同行支援や情報提

供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

39 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
1

福祉制度を利用した支援，情報提

供
21

生活保護法，児童福祉法，母子及び父子並

びに寡婦福祉法等に基づいた支援，情報提供
継続して実施

相談を受け必要時には生活保護をはじめ福祉制

度に基づく支援を行った。情報が入れば窓口で相

談対応を行い，必要な制度を案内した。

約10世帯 B 相談者の状況に応じた支援が行えていたため。 継続して実施 生活援護課 ２：継続

40 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
1

福祉制度を利用した支援，情報提

供
21

生活保護法，児童福祉法，母子及び父子並

びに寡婦福祉法等に基づいた支援，情報提供

福祉制度について漏れがないよう情報提供を行

う。

福祉制度を利用した支援

他機関と連携し，手当の申請時や電話での相

談の際に情報提供を行った。

DV相談件数：７件 B

被害者に合った福祉施策の情報を提供し，経済

的支援等により生活を安定させ，自立を促進で

きたため。

福祉制度について漏れがないよう情報提供を行

う。

子育て推進課

（こども係）
２：継続

41 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
1

福祉制度を利用した支援，情報提

供
21

生活保護法，児童福祉法，母子及び父子並

びに寡婦福祉法等に基づいた支援，情報提供

虐待事案への対応について随時関係機関と会議

を開催し，被虐待者及び養護者等のニーズを把

握した上で福祉制度の情報提供を行う。

虐待事案への対応について随時関係機関と会議

を開催し，被虐待者及び養護者等のニーズを把

握した上で福祉制度の情報提供を行った。

令和元年度虐待通報件数　73件 B
被虐待者及び養護者等のニーズを把握した上で

適切に福祉制度の情報提供を行えた。

虐待事案への対応について随時関係機関と会議

を開催し，被虐待者及び養護者等のニーズを把

握した上で福祉制度の情報提供を行う。

高齢介護課 ２：継続

42 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
1

福祉制度を利用した支援，情報提

供
21

生活保護法，児童福祉法，母子及び父子並

びに寡婦福祉法等に基づいた支援，情報提供

引き続き必要に応じて連携を図り，福祉制度の

情報提供を行う。

DV事案について関係機関との情報共有を行

い，必要な障害福祉サービスの情報提供を行っ

た。

対象事案：1件 A 対象の事案において連携を行うことができたため。
利用者のニーズを把握するとともに，必要な障害

福祉サービスの情報提供を行う。
障がい福祉課 ２：継続

43 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
2

保険・医療・年金等に関する支援，

情報提供
22

国民健康保険，医療助成制度，国民年金制

度等の手続支援，情報提供

DV被害者の状況に応じて，手続支援や情報提

供を行う。

DV被害者の状況に応じて，情報提供や同行支

援などを行った。
B

DV被害者の必要に応じて，情報提供や同行支

援などを行ったため。

DV被害者の状況に応じて，手続支援や情報提

供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

44 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
2

保険・医療・年金等に関する支援，

情報提供
22

国民健康保険，医療助成制度，国民年金制

度等の手続支援，情報提供

被害の申し出に対して遅滞なく関係機関を案内

するとともに，各被害者の現状を正確に把握し，

個別事情に応じた柔軟な対応，手続を行う。

国保加入・脱退等の手続の案内・受付時に，よ

り安全に届出・申請できるよう，各ケースに応じて

方法を検討し，受付を行った。必要に応じて，

庁内の関係所管や，転入・転出先自治体の国

保所管課と連携し，手続を進めた。

具体的な相談件数は不明。（年間数件程度） B

関係所管と連絡を取り，被害者の方に，国民

健康保険に関する手続を遅滞なく安全に案内

し，完了させる業務を継続的に行っているため。

被害者の情報・状況を正確に把握し，必要な保

険・医療・年金等に関する情報の提供，関係所

管との連携による安全な手続方法の検討・手続

を行う。

保険課 ２：継続

45 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
2

保険・医療・年金等に関する支援，

情報提供
22

国民健康保険，医療助成制度，国民年金制

度等の手続支援，情報提供

被害者に必要な保険・医療・年金等に関する情

報提供を漏れがないよう継続して行い，他課と連

携して相談者がスムーズに安心して手続きがとれ

るように対応する。

ＤＶ相談室と直接電話でやり取りを行い，必要

に応じて個室対応する等，他課と連携して相談

者に情報提供を漏れなく行った。また，相談者が

来庁時にはできるだけ事前にＤＶ相談室と連絡

を取り合ってスムーズに案内し，相談者が安心し

て手続きできる環境を目指した。

当該受給者は年間10名程度 A

該当の受給者に対して必要な情報を漏れなく正

確に提供でき，慎重に対応したことは評価でき

る。

被害者に必要な保険・医療・年金等に関する情

報提供を漏れがないよう継続して行い，他課と連

携して相談者がスムーズに安心して手続きがとれ

るように対応する。

地域福祉課 ２：継続

46 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
2

保険・医療・年金等に関する支援，

情報提供
22

国民健康保険，医療助成制度，国民年金制

度等の手続支援，情報提供

引続き，ＤＶ支援措置の手続を行ったかた等に

対して，基礎年金番号の変更手続について情報

提供，案内を行い，かつ関係機関等との連携を

図り，支援措置を適正に実施していく。

基礎年金番号の変更手続の案内

市民課でDV支援措置の手続を行ったかた等に

対して，基礎年金番号の変更手続について，情

報提供，案内を行った。

手続き自体は年金事務所で行うため件数は不明 B

必要なかたに対して適宜情報提供，案内を行う

ことができたたため

（令和元年度新規支援措置受付件数　11

件）

引続き，ＤＶ支援措置の手続を行ったかた等に

対して，基礎年金番号の変更手続について情報

提供，案内を行い，かつ関係機関等との連携を

図り，支援措置を適正に実施していく。

市民課 ２：継続

47 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
3 経済的支援等に関する情報提供 23

児童手当，児童扶養手当，母子父子寡婦福

祉資金（貸付），生活援護資金等の給付，

貸付などの情報提供

DV被害者の状況に応じて，手続支援や情報提

供を行う。また，必要に応じて証明書の発行を行

う。

DV被害者の状況に応じて，情報提供や同行支

援を行った。必要に応じてDV相談を行った証明

書を発行した。

平成30年度証明書発行件数：29件

令和元年度証明書発行件数：31件
B

DV被害者の必要に応じて，情報提供や同行支

援などを行ったため。また，DV相談を行った証明

書を必要に応じて発行したため。

DV被害者の状況に応じて，手続支援や情報提

供を行う。また，必要に応じて証明書の発行を行

う。

ＤＶ相談室 ２：継続

48 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
3 経済的支援等に関する情報提供 23

児童手当，児童扶養手当，母子父子寡婦福

祉資金（貸付），生活援護資金等の給付，

貸付などの情報提供

相談者の状況に応じて経済的な支援に関する情

報提供を行う。

経済的支援等に関する情報提供

他機関と連携し，来所での相談または電話での

相談に応じる。

広報，HPで情報提供を行う。

ひとり親家庭に対する経済的支援等に関する相

談件数：218件
B

情報提供を行い就労支援，経済的支援等によ

り生活を安定させ，自立を促進できたため。

相談者の状況に応じて経済的な支援に関する情

報提供を行う。

子育て推進課

（こども係）
２：継続

49 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
3 経済的支援等に関する情報提供 23

児童手当，児童扶養手当，母子父子寡婦福

祉資金（貸付），生活援護資金等の給付，

貸付などの情報提供

継続して実施
相談者の状況に応じて経済的な支援に関する情

報提供を行った。
約20世帯 B

活用できる他法を案内することによって，対象世

帯の生活支援を行えていたため。
継続して実施 生活援護課 ２：継続

50 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
4

司法手続きに関する情報提供，助

言
24

法律相談窓口の情報提供や，利用に関する助

言

DV被害者の状況に応じて，法テラスなどの法律

相談窓口の情報提供や利用について助言を行

う。

DV被害者の状況に応じて，男女共同参画セン

ターやお困りです課の法律相談，弁護士会の無

料相談や法テラスについて情報提供を行った。

B

DV被害者の状況に応じて，男女共同参画セン

ターやお困りです課の法律相談，弁護士会の無

料相談や法テラスについて情報提供を行ったた

め。

DV被害者の状況に応じて，法テラスなどの法律

相談窓口の情報提供や利用について助言を行

う。

ＤＶ相談室 ２：継続

51 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
5 住居確保に向けた支援 25 公営住宅等の入居に関する情報提供等の支援

DV被害者の状況に応じて，市営住宅や県営住

宅の入居条件等の情報提供を行う。

DV被害者の状況に応じて，市営住宅や県営住

宅についての情報提供を行った。
B

DV被害者の状況に応じて，市営住宅や県営住

宅についての情報提供を行ったため。避難先の市

営住宅等の情報収集が必要である。

DV被害者の状況に応じて，市営住宅や県営住

宅の入居条件等の情報提供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

52 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
5 住居確保に向けた支援 25 公営住宅等の入居に関する情報提供等の支援

広報紙やホームページ等を利用した周知を継続

する。

市営住宅入居希望者の登録受付時にDV被害

者も登録可能との内容を8月号の広報紙に掲

載。

令和元年度の申込みは無かった。 B
申込みには至らなかったが，問合せはあったの

で，一定の周知は図られたと考えている。

広報紙やホームページ等を利用した周知を継続

する。
住宅課 ２：継続

53 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
5 住居確保に向けた支援 26 母子生活支援施設等の入所支援，情報提供

子どものいるDV被害者の状況に応じて，母子生

活支援施設の情報提供を行う。また，所管課と

連携して入所支援を行う。

子どものいるDV被害者の状況に応じて，母子生

活支援施設の情報提供を行った。DV被害者で

母子生活支援施設へ入所となったケースはなかっ

た。

DV被害者の母子生活支援施設の入所はなかっ

た。
B

子どものいるDV被害者の状況に応じて，母子生

活支援施設の情報提供を行ったため。母子生活

支援施設の入所については，所管課と連携の必

要があると考えている。

子どものいるDV被害者の状況に応じて，母子生

活支援施設の情報提供を行う。また，所管課と

連携して入所支援を行う。

ＤＶ相談室 ２：継続

54 4
被害者の自立支

援
1

生活の安定に向けた

支援
5 住居確保に向けた支援 26 母子生活支援施設等の入所支援，情報提供

母子生活支援施設等に関する情報収集に努

め，必要に応じて情報提供・入所支援を行う。

母子自立支援施設等の情報提供，入所支援

相談時には一時保護や母子自立支援施設等の

情報を提供し，配暴センター等関係機関との連

携により，いつでも対応できる体制を整えた。

（母子自立支援施設への入所措置）

母子自立支援施設の入所：０件 B

母子自立支援施設への入所措置には至らなかっ

たが，関係機関と連携し，いつでも対応できる体

制は整っているため。

母子生活支援施設等に関する情報収集に努

め，必要に応じて情報提供・入所支援を行う。

子育て推進課

（こども係）
２：継続
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55 4
被害者の自立支

援
2 就労に向けた支援 1 就労に関する情報提供 27

ハローワーク等について，情報提供や同行支援

職業訓練等の情報提供や助言

DV被害者の状況に応じて，ハローワークや職業

訓練等について情報提供を行う。

DV被害者の状況に応じて，ハローワークの求人

情報について情報提供を行った。ハローワークへの

同行支援はニーズがなかったため行っていない。

B

DV被害者の状況に応じて，ハローワークの求人

情報について情報提供を行ったため。同行支援に

ついては，他市から避難してきた人を想定してい

るが，他市から避難してきたDV被害者が相談に

つながっていないという課題がある。

DV被害者の状況に応じて，ハローワークや職業

訓練等について情報提供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

56 4
被害者の自立支

援
2 就労に向けた支援 2

同伴する子どものいるＤＶ被害者へ

の支援，情報提供
28

母子父子自立支援員と連携した支援，情報提

供

子どものいるDV被害者の就労については，必要

に応じて母子父子自立支援員の情報提供や連

携を行う。

子どものいるDV被害者の就労について，必要に

応じて母子父子自立支援員の情報提供や連携

を行った。

B

子どものいるDV被害者の就労について，必要に

応じて母子父子自立支援員の情報提供や連携

を行ったため。母子生活支援施設の入所について

は，所管課と連携の必要があると考えている。

子どものいるDV被害者の就労については，必要

に応じて母子父子自立支援員の情報提供や連

携を行う。

ＤＶ相談室 ２：継続

57 4
被害者の自立支

援
2 就労に向けた支援 2

同伴する子どものいるＤＶ被害者へ

の支援，情報提供
28

母子父子自立支援員と連携した支援，情報提

供

婦人相談員と母子・父子自立支援員の連携を

強化するとともに，母子家庭等自立支援給付金

事業や自立支援プログラム策定事業により，母

子及び父子家庭の自立をめざし，ハローワークと

連携し情報提供等を行う。

母子・父子自立支援員（１人）によるひとり親

の就業相談の実施

母子・父子自立支援員を設置し，来所での相

談または電話での相談に応じ，ハローワークと連

携し情報提供する。

母子・父子自立支援プログラム策定事業：２件 B
就業相談で就労支援，経済的支援等，自立

に向けた相談が行えたため。

婦人相談員と母子・父子自立支援員の連携を

強化するとともに，母子家庭等自立支援給付金

事業や自立支援プログラム策定事業により，母

子及び父子家庭の自立をめざし，ハローワークと

連携し情報提供等を行う。

子育て推進課

（こども係）
２：継続

58 4
被害者の自立支

援
2 就労に向けた支援 2

同伴する子どものいるＤＶ被害者へ

の支援，情報提供
29 保育に関する入所の支援，子育ての情報提供

子どものいるDV被害者の状況に応じて，保育所

等の情報提供を行う。

子どものいるDV被害者の状況に応じて，保育所

等の情報提供を行った。
B

子どものいるDV被害者の状況に応じて，保育所

等の情報提供を行ったため。避難先の保育所等

の情報収集が必要である。

子どものいるDV被害者の状況に応じて，保育所

等の情報提供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

59 4
被害者の自立支

援
2 就労に向けた支援 2

同伴する子どものいるＤＶ被害者へ

の支援，情報提供
29 保育に関する入所の支援，子育ての情報提供

保護者の安全に配慮し，各相談機関等とも連

携しながら，入所支援や情報提供を行う。（入

所係）

子育て支援に関する情報を随時発信できるよう

他課との連携を図りつつ，市役所内から広く記事

を募集し，子育てアプリを一層活用して，子育て

支援に関する情報の発信に努める。（政策係）

・DV被害者には，必要な情報を正確に提供

し，その情報管理を徹底するよう努めた。また保

育施設等に丁寧に情報伝達をし，管理について

も確認を行った。（入所係）

・子育てアプリを活用して，情報を随時発信でき

るよう他課との連携を図りつつ，庁内から広く記

事を募集し，未就学児対象のイベント情報や講

座，説明会等の開催情報を配信し，子育て家

庭に有意義な情報の提供に努めた。（政策係）

・1回程度実施した。（入所係）

・子育てサポートブック「わくわく子育て」の発行：

3,000部（政策係）

・アプリ登録者数2,001人（令和2年3月末時

点）（政策係）

A

・保育のために必要な情報連携ができたため。

（入所係）

・出産や転入手続きで来庁した保護者に子育て

サポートブックを配布できたため。（政策係）

・子育てアプリについても保護者にリーフレットの配

布するなどして引き続き周知を行い，登録者数

は平成30年3月末の1,721人より280人増加し

た。また，定期的に庁内の掲示板にて他部署の

掲載記事を募集して活用を図っており，一定の

効果が認められるため。（政策係）

・保護者の安全に配慮し，各相談機関等とも連

携しながら，入所支援や情報提供を行う。（入

所係）

・子育てサポートブックを発行して広く配布し，情

報提供を行う。（政策係）

・子育てアプリでは，引き続き子育て家庭に有意

義な情報を随意発信できるよう，全庁的な活用

促進に努める。（政策係）

子育て推進課

（政策係・入所係）
２：継続

60 4
被害者の自立支

援
3

心身の回復に向けた

支援
1

相談事業や医療機関を活用した支

援，情報提供
30 兵庫県こころのケアセンター相談室等の情報提供

DV被害者の状況に応じて，女性相談やこころの

ケアセンター相談室などの情報提供を行う。

DV被害者の状況に応じて，男女共同参画セン

ターの女性相談などの情報提供を行った。
B

DV被害者の状況に応じて，男女共同参画セン

ターの女性相談などの情報提供を行った。こころの

ケアセンターについての情報収集が必要である。

DV被害者の状況に応じて，女性相談やこころの

ケアセンター相談室などの情報提供を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

61 4
被害者の自立支

援
3

心身の回復に向けた

支援
1

相談事業や医療機関を活用した支

援，情報提供
31 市内の医療機関との連携・協力

市内の医療機関との連携・協力に向けた体制づく

りのため，DV相談室の周知を行う。

ＤＶ被害者支援については，市立芦屋病院と

連携協力を行った。また，市内医療機関から通

報があり，連携・協力を行った。

B

市立芦屋病院や市内医療機関と連携・協力を

行えたため。ＤＶ相談室の周知については，医

師会への周知などが必要と考えている。

市内の医療機関との連携・協力に向けた体制づく

りのため，DV相談室の周知を行う。
ＤＶ相談室 ２：継続

62 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 1 就学等に関する支援 32 就学等に関する支援，情報提供

DV被害者の子どもが就学する場合に，所管課と

連携し，引き続き就学できるよう支援する。また

情報管理を徹底する。

避難してきたDV被害者の子どもが就学する場合

に，関係機関と連携し，引き続き就学できるよう

支援した。また，避難する就学児がいるDV被害

者については，避難先の教育委員会で手続をす

るように情報提供した。

A
必要に応じてDV被害者に情報提供や関係機関

との連携を行ったため。

避難してきたDV被害者の子どもが就学する場合

に，所管課と連携し，引き続き就学できるよう支

援する。また情報管理を徹底する。

ＤＶ相談室 ２：継続

63 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 1 就学等に関する支援 32 就学等に関する支援，情報提供

引き続き，必要に応じて相談に対応したり，他

課にもつなげたりしていく。

子育ての悩みや家族間の深刻な相談を窓口や

各施設が受けた場合は，個別対応し，ケース会

議を開く等他機関と連携を行ったが，他機関につ

なげる事例はなかった。

B
他機関との連携はできているが，事例がなかった

ため。

引き続き，相談に対応し，他機関と連携を行

う。

子育て推進課

（保育係）
２：継続

64 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 1 就学等に関する支援 32 就学等に関する支援，情報提供

引き続き児童・生徒が安全に就学できるように関

係機関と連携する。

転入学の際，ＤＶ等の事情がある場合に，保

護者へ関係機関に相談するように促し，関係機

関へ適切な情報提供をした。また，関係機関と

連携しながら，児童・生徒や保護者の安全確保

のため，転入学の手続を支援した。

８件 A
関係機関と円滑に連携し，情報共有ができてい

る。

引き続き児童・生徒が安全に就学できるように関

係機関と連携する。
管理課 ２：継続

65 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 1 就学等に関する支援 32 就学等に関する支援，情報提供

子どもが安心して学校に通えるよう，支援に必要

な情報の収集，提供，管理の徹底を図る。

各学校において，道徳，総合的な学習の時

間，教科等の中で多様性について学習する機会

を設けた。また，研修会を通して多文化共生や

ＬＧＢＴについて学ぶ機会を設けた。

多文化共生について１２６時間，ＬＧＢＴに

ついて２２時間の授業を実施した。ＮＨＫ教材

を用いての研修や，看護師や保育士の方を招聘

しての研修会を小中学校各１校で実施した。

B

多様な性や多文化共生について，研修会を通し

て理解を深めている。また，授業や懇談会中で

考える機会を設けている。今後さらに，心理的虐

待を受けた児童生徒への対応について理解を深

める必要がある。

子どもが安心して学校に通えるよう，支援に必要

な情報の収集，提供，管理の徹底を図る。
学校教育課 ２：継続

66 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 2 子どもの心のケアに関する支援 33

家庭児童相談室の相談や臨床心理士が相談に

応じるこどもの相談との連携による，子どもやその

親の心のケア

子育てセンターや家庭児童相談室で，こどもや保

護者の相談に応じながら，心のケアを行う。

子育て支援センターで来所または電話での子育て

相談に応じ，不安の解消に努めた。

子育てセンター：相談件数3,458件

家庭児童相談室：相談件数375件
B

相談窓口として広く認識してもらえるよう努めること

ができたため。

子育てセンターや子ども家庭総合支援室で，こど

もや保護者の相談に応じながら，心のケアを行

う。

子育て推進課

（子育て支援センター）
２：継続

67 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 2 子どもの心のケアに関する支援 33

家庭児童相談室の相談や臨床心理士が相談に

応じるこどもの相談との連携による，子どもやその

親の心のケア

住民登録の有無に関わらず，利用可能なサービ

スについて関係各課と連携を継続し，必要に応じ

て対象世帯の支援を行う。

関係機関からの連絡により，住民登録の有無に

関わらず，家庭児童相談室等と連携しながら子

どもやその親の心のケアが行えるよう配慮している。

B
関係機関との連携は図られており，必要時には

迅速に連絡を取り，対応している。

住民登録の有無に関わらず，利用可能なサービ

スについて関係各課と連携を継続し，必要に応じ

て対象世帯の支援を行う。

健康課 ２：継続

68 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 2 子どもの心のケアに関する支援 34

こども家庭センターなどの広域関係機関との連携

による専門的ケア

要保護児童対策地域協議会を活用して関係機

関と連携を行い，子どもの心のケアに関する適切

な支援を行う。

要保護児童対策地域協議会の運営。　要保護

児童対策地域協議会の代表者会議や実務者

会議，個別ケース会議の実施

代表者会議1回，実務者会議4回，個別ケー

ス検討会議280回
B

要保護児童対策地域協議会において，こども家

庭センターなどの関係機関とネットワークにより連

携・情報共有をしながら，子どもの心のケアに関

する適切な支援を行うことができたため。

要保護児童対策地域協議会を活用して関係機

関と連携を行い，子どもの心のケアに関する適切

な支援を行う。

子育て推進課

（子育て支援センター）
２：継続

69 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 2 子どもの心のケアに関する支援 35

学校職員やスクールカウンセラー等が，学校内で

子どもの心のケアや支援を行う相談体制を充実

教職員やスクールカウンセラーへの研修や啓発を

行い，児童生徒への相談体制のさらなる充実に

努める。

教職員向けの研修会を，芦屋市に配置している

スクールカウンセラーを講師として実施した。保護

者向け，児童生徒向けの研修会も実施した。

各小中学校において，年間１回実施。

児童・生徒向け研修会は，各学校で年間１回

ずつ実施。

B 内容を維持しながら継続したものであった。

教職員やスクールカウンセラーへの研修や啓発を

行い，連携して児童生徒への相談体制ができる

ように努める。

学校教育課 ２：継続

70 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 3

子育て支援に関する情報提供の充

実
36

乳幼児健康診査，予防接種等や相談事業の

支援，情報提供

住民登録がない子どものいるDV被害者に対し，

乳幼児健康診査や予防接種などが受けられるこ

となどの情報提供や所管課と連携を行う。

住民登録がない子どものいるDV被害者に対し，

健康課への案内や健診などについての情報提供

を行った。

B
住民登録がない子どものいるDV被害者に対し，

健診などについての情報提供を行ったため。

住民登録がない子どものいるDV被害者に対し，

乳幼児健康診査や予防接種などが受けられるこ

となどの情報提供を行うとともに，所管課と連携を

行う。

ＤＶ相談室 ２：継続

71 4
被害者の自立支

援
4 子どもへの支援 3

子育て支援に関する情報提供の充

実
36

乳幼児健康診査，予防接種等や相談事業の

支援，情報提供

住民登録の有無に関わらず，利用可能なサービ

スについて関係各課と連携を継続し，必要に応じ

て対象世帯の支援を行う。

関係機関からの連絡により，住民票の有無に関

わらず，乳幼児健康診査，予防接種，相談事

業等の情報提供を行い，支援できるよう配慮し

ている。

B
関係機関との連携は図られており，必要時には

迅速に連絡を取り，対応している。

住民登録の有無に関わらず，利用可能なサービ

スについて関係各課と連携を継続し，必要に応じ

て対象世帯の支援を行う。

健康課 ２：継続
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